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一般社団法人広島県冷凍空調工業会 災害時緊急対応に関する規約 

2022（令和 4）年 5月 24日制定 

 

 本規約は自然災害が発生した際、（一社）広島県冷凍空調工業会（広冷工）として、

空調設備等の設置による応急措置を図ることで、地域住民の公衆衛生上の安全確保を

行い、人の健康を害さないよう努めるものである。 

また、事故や事件にかかわらずフルオロカーボン漏えいが起こり、警察や自治体な

どの公的機関からの要請に応じて、漏えいしたフルオロカーボンの回収処理を実施す

るものである。 

（目的） 

第 1条 広島県内の市町において、広冷工が自然災害またはフルオロカーボン漏えい

による災害など、人の健康や地球環境に悪影響を及ぼすおそれのある事象に対し、

広冷工の役員企業および会員企業が協力して対応する。 

（災害の定義） 

第 2条  自然災害とは、地震や風水害などの自然現象で地域住民に被害を生じた場合

をいう。人為災害とは、人が原因で起きた事故や事件により地域住民に被害を生じ

た場合をいう。 

（災害防止協定に関する対応） 

第 3条 広島県、広島市、尾道市と「災害時における空調設備等の応急対策の協力に

関する協定」を締結して、当該自治体の長または関連窓口担当者の要請に応じて、

当該自治体の指定する場所において、空調設備等の設置を行うとともに、当該自治

体担当者との協働により本規約に定めた目的を遂行する。 

2 広冷工の対応窓口は一義的に事務局が担当し、理事長、副理事長および実務担当

の役員企業または会員企業への連絡や調整を行うこととする。 

また事務局は、受付から最終報告の一連の事務的作業を行うこととする。 

3 役員企業または会員企業は、理事長（災害対策本部長）、副理事長（災害対策副本

部長）または理事長より命を受けた事務局（専務理事）の要請を、原則として拒む

ことはできないものとする。ただし、やむを得ない状況と理事長が判断した場合

は、この限りではない。 
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4 要請に応じた役員企業または会員企業は、災害現場での応急業務に携わり、被災

者の公衆衛生上の安全確保を速やかに遂行するものとする。 

なお、現地に派遣されて対応する者は、現場作業前に作業責任者を選任して事務

局へ報告する。 

5 作業責任者は安全に作業を進める責務を負うものであるが、安全確保に必要な場

所の確保や物品の調達など、必要に応じて当該自治体担当者または事務局と連絡を

取り合いながら進めることとする。 

6 応急業務で発生した費用は、当該自治体（依頼者）の負担とする。 

要請に応じた役員企業または会員企業は、災害発生直前の適正な価格に基づいた

費用算定を行い、依頼者へ提示し、費用弁済について両者間で協議する。 

（災害防止協定） 

第 4条 前条に定める自治体との協定は、前条に記載の自治体のほか、広島県内の市

町に限り新たに加わるものとする。 

２ 新たに協定を締結する際は、理事会で審議したのちに社員総会へ上程し、社員の

過半数以上の賛成により承認とする。 

3 災害防止協定の最高責任者（災害対策本部長）は、災害発生時の理事長とし、時

の副理事長（災害対策副本部長）はこれをサポートする義務を有し、地区に所在す

る理事、監事が所属する会員企業は協力要請に応じる責任を有するものである。 

（災害防止協定外の対応） 

第 5条 協定を締結していない自治体からの要請は、原則として受け付けないが、社

会的影響度が高いと理事長が判断した時はこの限りではない。 


